




































































































































































































































































































































































































































































































  7月 設立申請 
10月 設立認可 
 
  2月 黒石分院開設 




















































































































  4月 全国医療組合協議会開催 








  1月 第一次産業組合拡充五ヶ年 
計画開始 








































  9月 全医協を全国協同組合保健 
協会（全保協）に改組 
  5月 群馬県全県統合 




  2月 国民医療法公布 
  4月 日本医療団令公布 







































  3月 本院開設 
  4月 易国間診療所・ 
下風呂診療所開設 
 



























































































































































  4月 中沢診療所開設 
 
  6月 川内診療所開設 
 









  5月 湊診療所開設 
  9月 上郷診療所開設 
 









































  6月 中里診療所開設 




















  4月 脇元診療所廃止 
 
  2月 連合会改組 
  5月 七和診療所廃止 
  6月 鯵ヶ沢診療所廃 
止 
  7月 稲垣診療所開設 



















  3月 設立申請   
  5月 設立認可   
  9月 東青診療所開設   
   






  5月 総合病院として 
再開   
  7月 油川診療所開設   
 
10月 有限責任利用組 
合東青病院に改称   
   
12月 蟹田診療所開設 
   
   
  6月 浅虫診療所開設 
  6月 青森県医療利用組合協会設立，第一回通常例会開催   
  7月 蟹田分院開設   
   
  
   
   
   
   
   
   


























































































































































































































































58歳 元県議 会社重役 東青
病院組合長理事（東津軽郡
高田村） 














63歳 正五勲四 陸軍中佐 三
八城病院組合長 八戸信組
理事 願栄寺総代 (八戸市） 
 





47歳 慶大卒 元県議 町長 
上北郡町村長会長 警防団







61歳 勲六 味噌醸造業 元県










































































52歳 農業 元県議 郡議 現
村長・処女会長（東津軽郡
高田村） 




























55歳 県議 政友会幹部 郡水
産会長 消防組頭 町議 味噌
製造業（上北郡野辺地町） 
 











46歳 町議三期 県議 三本木
畜産組合長 消防組頭 十和
田信用組合長 
1933年 
岡本正志 
 
山本寛一 
 
 
藤田重太郎 
 
 
 
平山為之助 
 
 
 
 
佐々木哲造 
 
 
 
 
稲城豊穂 
 
 
 
近藤喜衛 
 
 
 
 
小原平右衛門 
 
 
 
 
杉山久之丞 
 
 
 
伊藤福平 
 
 
 
 
 
廣谷廣三 
 
 
若菜伊重 
 
小笠原八十美 
組合長 
東青病院 
（青森市） 
 
 
 
津軽病院 
（弘前市） 
 
 
西北病院 
（北津軽郡 
　　　五所川原町） 
 
 
 
 
 
 
 
三八城病院 
（八戸市） 
 
 
 
 
 
 
 
柏葉病院 
（上北郡七戸町） 
 
 
 
北奥病院 
（上北郡野辺地町） 
 
 
 
 
 
 
 
 
北通病院 
（下北郡大奥村） 
 
 
 
上北病院 
（上北郡三本木町） 
組合名 
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小農民や一般農民の支持と信頼を得ていた地方名望家（自由民権運動の指導層＝豪農（豪商）層）
から，小農民や一般農民と基本的に対立関係に入る「地方『名望』家」へと転化するとしている。
それを前提に1890（明治23）年の郡制施行により，郡長による官僚的統治と地主（新地方「名望」
家）層を結合する地方支配方式が形成されるとする。すなわちこのことは，大地主制の成立及びそ
れを制度的に保証する郡制の成立により，大地主（新地方「名望」家）による支配（秩序）の広域
化がなされたことを意味する。
さらに日清・日露戦争以後，国家による軍拡・近代化路線の進展にともない，名望家による支配
（秩序）は末端の伝統的民衆世界へと浸透していく。筒井正夫はこの時期において「地域支配者層
は，議会・政党を通じた地域利益の獲得・分配と，国家諸機関・諸団体による国民の諸側面にわた
る組織化を通じて，『地域公共の利益』『国民の福利』に貢献する姿を示し，もって自らの名望を再
生産し，支配の正当性を中下層民に示していった」とし，中下層民に対する合意による支配である
「名望家支配」が形成されるとする（53）。すなわち，こうした名望家支配（秩序）では支配の合意形
成が「地域公共の利益」「国民の福利」といった公共的性格を帯びつつ行われている。本稿ではこ
うした名望家秩序のもとでの公共性のあり方を「名望家的公共性」と呼ぶ。すなわち日清・日露戦
後以後の名望家秩序は，広域的かつ「名望家的公共性」による社会的合意のもとで成立していたも
のと言える。
しかしこうした名望家秩序は，1923（大正12）年の郡制廃止および1926（大正15）年の郡役
所廃止により変容を遂げる。その画期となったのが経済更生運動であった。大門は，前述のような
経済更生運動の展開による農村社会の再編・組織化の結果，地域社会において「行政村レベルの公
共性」すなわち「近代的公共性」が再編・定着していくと論じる（54）。すなわち経済更生運動の展
開過程とは，小作農民の台頭と地主的土地所有の後退によってもたらされる社会的平準化と「近代
的公共性」の再編・定着による，農村社会における「大衆社会」への転形状況を示すものであると
言えよう。
しかしながら東北農村における経済更生運動の展開は低調であったことは，従来の研究でも指摘
されている（55）。実際，青森県における経済更生運動の展開についても「実質は低利資金や各種補
助金を獲得し得るものと，肥料商，米穀商，りんご商の支配を脱し得るものゝみにしか恩恵が与え
られず終った」（56）と，経済更生運動が低調なものであったことが指摘されている。すなわち当該
期青森県農村社会においては，経済更生運動の低調さにより「行政村レベルの公共性」の再編・定
着が進まず，その結果，当該期の「大衆社会」への転形局面は，残存する名望家秩序のもとでの公
(53) 筒井正夫「農村の変貌と名望家」坂野潤治ほか編『シリーズ日本近現代史２－資本主義と「自由主義｣』岩波
書店，1993年，249頁。
(54) 前掲大門『近代日本と農村社会』37－38，365頁。大門は日清・日露戦後期に従来，部落が持っていた自治
的共同関係の一部を行政村が吸収・再編し，近代国家を支える末端行政にふさわしい「近代的公共性」の創出を
めざされたとする。さらに第一次大戦後の農村社会において，行政村を規定していた階層と「いえ」が変容し，
行政村レベルの「近代的公共性」が新しい担い手をふくめて再編・定着したとしている。
(55) 森武麿『戦時日本農村社会の研究』東京大学出版会，1999年，194頁など。
(56) 『青森県農地改革史』農地委員会青森県協議会，1952年，230頁。
共性，すなわち「名望家的公共性」の再編によってなされたものであったと理解することができよ
う。このことは，前述の通り「旧８市」への人口集中という形で進行した青森県の「都市化」の過
程とパラレルに進行したことを考えると，当該期の（広域的）名望家秩序の再編は，「近代的公共
性」の未成熟のままに，「名望家的公共性」の再編を通じた都市--農村を一体的に包摂する広域的
「地域社会」の形成をもたらした。したがって青森県における高度医療の供給が「広域的医療圏」
の創出によって行われた背景には，このような広域的「地域社会」形成の過程が密接に関連してい
ると言えよう。
おわりに
以上，本稿では青森県における医療組合，特に広区域単営組合の嚆矢である東青病院の設立・展
開過程を中心に検討することにより，広区域単営組合の存立形態についての分析を行ってきた。
青森県において都市化の進展とともにあらわれる高度医療への欲求への対応として出現した広区
域単営組合であったが，同時に高度医療供給の方法として創出された「広域的医療圏」の実現は，
名望家秩序の再編過程によって形成される都市--農村一体の広域的「地域社会」の形成によっても
たらされたものであった。すなわち，こうした広域的「地域社会」の形成は，青森県における「大
衆社会」への移行の形態を示すものであるが，同時にこうしたことが名望家秩序の「解体」ではな
く「再編」によってもたらされているということ自体，矛盾をはらまずにはいられないものであっ
た。すなわち，ここに示される「地域社会」の形成と，そのもとでの医療供給体制である広区域単
営組合という形態は，当該期における「都市」（高度医療への欲求）と「農村」（名望家秩序の残存）
との矛盾のもとに現れた，「大衆社会」への移行局面における妥協的産物として位置付けられると
言えよう。
こうしたことは，医療組合の進展にともない，広区域単営組合に代わって連合会組織が主流とな
っていく過程に新たな示唆を与えることになる。『日本農民医療運動史』においては広区域単営組
合の持つ限界性について，「医療機関（組合）対大衆（組合員）の直接的つながりをもち，組合員
に対する医療が比較的密接となり，病院への親しめる特長はもったけれども，村の組合と組合員と
のような観念（隣保相扶の意識―引用者）が発生しなかったのが多かった」（57）と，広区域単営組
合が人びとの高度医療への欲求を満たすことになった反面，隣保相扶に基づく協同組合の精神から
乖離した存在であったと位置付けられる。こうしたことから発展段階論においては，広区域単営組
合という「団体発展の根本原則を無視した便宜主義的組織であって，いわゆる相互組織の実質が備
わらなかった」形態から，「組合員の間に相互組織と伝統的な血縁関係とによって結合した隣保扶
助の社会意識」の存在する町村産業組合を基盤にすることで，「組合を通じて合理的に聯合施設と
結びつき，隣保共助の精神的訓練とその効果に資す」ことができる連合会組織への発展の道筋とし
て，広区域単営組合から連合会組織への移行を跡付けている（58）。
(57) 前掲『日本農民医療運動史』225－226頁。
(58) 前掲『日本農民医療運動史』220－226頁。
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しかし問題は，なぜ広区域単営組合から連合会組織へと移行せねばならなかったのかという点で
ある。このことは行論で明らかにした通り，広区域単営組合が「大衆社会」への妥協的移行形態で
あったことと関連している。すなわち日本における「大衆社会」への移行の条件として「近代的公
共性」の再編・定着があったとするならば，医療組合の展開もまた，「近代的公共性」を基軸とし
たものとして構想されねばならない。そして町村産業組合を基礎とする連合会組織こそが，それを
実現する方策であったと言うことができる。すなわち広区域単営組合の先進地域である青森県が，
連合会組織への移行において低調（59）さを示す理由は，名望家秩序の残存・再編による「名望家的
公共性」の強固さと，それに対する「近代的公共性」の脆弱さとに起因する，まさに広区域単営組
合が先進的に行われたが故であると言えるであろう。その意味で，青森県における「名望家的公共
性」のもとでの広区域単営組合とは，日本社会の「大衆社会」への転形期に出現した，些か早すぎ
る試みであったと言うことができるのではなかろうか（60）。
（かわうち・あつし　関西学院大学大学院研究員）
(59) 青森県内の医療組合で連合会へと改組したのは西北病院（1939年２月）が唯一である。これは国民健康保険
法実施（1938年）にともなう「代行組合」設置のための措置であるが（青木郁夫「医療利用組合と国民健康保
険・再考―国民健康保険代行事業を巡って（下）」『日本医療経済学会会報』29巻２号，2010年６月），1945年
３月末現在で青森県内の代行組合数は僅かに１組合と，低調に終わっている（前掲『日本農民医療運動史』336
頁）。
(60) なお今後の展望として，青森県における「広域的医療圏｣のその後に関して付け加える。1970（昭和45）年
に厚生省病院管理研究所長の吉田幸雄より「青森県市町村立病院再編計画試案」が発表される（『青森県下市立
病院二十五年史』青森県下市立病院二十五年史編纂委員会，1982年）。この吉田試案は，当時の青森県における
勤務医不足に対応する公立病院再編計画であり，県内を６グループに分割し，各グループ内の自治体病院を基幹
病院--地区病院--分院（診療所）へと組織化するというものであった。これは1985（昭和60）年の医療法第一次
改正の際に都道府県に義務付けられた医療計画＝「医療圏」の設定を先取りするものであったと言えるが，ここ
で「基幹病院」とされる自治体病院は，医療組合が低調であった下北地区のむつ総合病院以外，全て広区域単営
組合として設立されたものであった。すなわちこのことは，広区域単営組合が整備した「広域的医療圏」を，
県--市町村の関係で再び実現しようとするものであったと言えよう。このことから青森県における医療組合の展
開過程により生み出された「広域的医療圏」は，その後の地域社会における医療供給体制の根幹として位置付け
られるものであったと言えるが，同時にそれは「近代的公共性」の十全な成長の下ではじめて機能するものであ
ったと考えられる。こうした点のさらなる検討については，今後の課題としたい。
